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「甲良町立学校ネットワーク環境構築及び運用保守業務」 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 件名 

甲良町立学校ネットワーク環境構築及び保守運用業務 

 

２ 趣旨 

本業務では、文部科学省より発出された「教育情報セキュリティポリシーに関する

ガイドライン（令和７年３月）」の示す、「強固なアクセス制御によるセキュリティ

対策」環境を構築し、「GIGA スクール構想の下での校務DXについて～教職員の働き

やすさと教育活動の一層の高度化をめざして～」で示されている、ロケーションフリ

ーでの教職員の働き方改革を推進し、安全なセキュリティを担保したうえで働きやす

い環境を整備することで、教職員の負担軽減と、児童・生徒と向き合う機会を増やす

ことを目的とする。 

 

３ 業務概要 

   業務概要は、別紙「仕様書」によるものとする。 

 

４ 賃貸借の期間 

賃貸借の期間は、令和９年２月１日から令和１４年１月３１日までの60ヶ月間とする。 

※本業務は、甲良町長期継続契約を締結することができる契約を定める条例（平成23

年条例第2号に基づく長期継続契約となり、議会の承認による債務負担行為を設定

していない。このため、契約期間中の年度において歳出予算が削減される場合があ

り、この変更又は削除に伴い損害が生じたときは、その損害の賠償を町に請求する

ことができるものとする。 

 

５ 見積上限金額 

   見積上限金額は、54,406,980円（リース料・税込）とする。 

 （１）上限金額は契約時の予定価格を示すものではなく、企画内容の規模を示すためのも

のである。 

 （２）月額利用料や保守月額利用料等は代理回収等の工夫を提案し、コスト低減を実現す

ること。 

 （３）上記を超える金額にて提示した場合は失格とする。 

（４）本業務に必要となる Microsoft 365 ライセンスは受注者と別途契約を締結するも

のとし、今回費用から除外すること。 
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６ 参加資格 

参加資格は以下のとおりとし、掲げる要件の全てを満たすものとし、本町がその資

格を認めたものとする。 

（１）甲良町の入札参加者名簿に登録を受けているものであること。 

（２）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しないこ

と。 

（３）破産法(平成 16 年法律第 75 号)の規定に基づく破産手続開始の申立て、会社更生

法(平成 14 年法律第 154 号)に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法(平成

11年法律第 225号)に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条

第 6 号に規定する暴力団員がその役員となっている法人その他暴力団員が経営に

関与していないと認められるもので、適正な競争を妨げる恐れがないと認められ

るもの。 

（５）国税及び地方税の未納がないこと。 

（６）過去 5年以内に国、地方公共団体において、本業務に類似する業務（校内環境分離

等）に関する実績を有していること。 

（７）過去 5年間、情報漏洩等の情報セキュリティに関する事項について、判決により罰

金、和解金の支払いが無いこと。 

（８）ISMSの認定を取得しており、更新していること。（プロポーザル参画企業すべてが

取得していること。主幹企業は必須。再委託先等で ISMSの認定を受けていない企

業を参加させる場合は、社内セキュリティ管理体制、方法等のセキュリティ管理が

実施されていることを証する資料を提出し、甲良町の承認を得ること。） 

（９）情報処理安全確保支援士または情報セキュリティスペシャリストの有資格者を技

術主担当者としてプロジェクトに参画させること。（形式的な記載は認めず、参画

内容を明記すること。） 

 

７ 説明会 

   本プロポーザルに関して説明会は実施しない。 

 

８ プロポーザル実施スケジュール 

項目 期日又は期限 備考 

公募開始 令和８年８月 ７日（金）  

質問書受付期間 令和８年８月１９日（水）午後１時まで 
持参又は郵送(必着)、 

電子メール 

質問書回答期間 令和８年８月２１日（金）午後５時まで 町ホームページ 
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参加表明書、 

提出書類等受付期間 

令和８年８月 ７日（金）から 

令和８年８月２８日（金）午後５時まで 
持参又は郵送（必着） 

参加資格結果の通知 令和８年９月 １日（火） 郵送 

プレゼンテーション 令和８年９月中旬～下旬  

審査結果通知 令和８年９月中旬～下旬 郵送 

受注者決定・契約締結 交渉権を得た事業者と調整後  

環境移行 令和９年２月 １日（月）  

※上記スケジュールは、状況により変更となる可能性がある。 

 

９ 参加意思表明について 

（１）受付期間 

    令和８年８月７日（火）から令和８年８月２８日（金）まで 必着 

    ただし、持参の場合は、土日祝日を除く午前９時から午後５時まで受付 

（２）提出方法 

持参又は郵送による。 

 （３）参加辞退の場合 

    参加申請書兼企画提案書等提出書の提出後、都合により参加を辞退することとなっ

た場合は、速やかに「参加辞退届（様式第５号）」を学校教育課まで提出すること。 

 

10 質問・回答について 

本業務の内容等について、質問がある場合は、下記のとおり質問書（様式第４号）を

提出すること。 

（１）提出期限 

令和８年８月１９日（水）午後１時まで 

 （２）提出方法 

持参、郵送、又は電子メールへの質問書データ添付による。ただし、郵送の場合、

書留郵便、簡易書留郵便、又はレターパックプラスにより期限内到着に限るものとし、

それ以外のものは受理しない。また、電子メールの場合、送信後に電話で受信確認を

すること。 

・メールアドレス（kyoui@town.koura.lg.jp） 

・口頭、電話、FAX等による指定様式又は指定方法以外の質問は受付けない。 

・受付期間以外の質問には、原則として回答しない。 

（３）質問書に対する回答 

    令和８年８月２１日（金）午後５時まで 

※町ホームページにて回答する。 

 

mailto:kyoui@town.koura.lg.jp
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11 企画提案書の作成 

   企画提案書を作成する際は、下記条件を遵守の上、作成すること。 

（１）様式は特に定めないが、Ａ４用紙・文字のサイズは、10.5ポイント以上とする。た

だし、スケジュールや図表等で一部Ａ３用紙を使用しても良い。 

（２）言語は日本語のみとする。 

（３）記述内容はできる限り平易な用語を用い、専門用語のみの記載を避けること。（専

門用語や略語等を使用する場合は、説明書きを付けること） 

（４）企画提案の様式は任意とするが、両面 20枚以内とすること。ただし、表紙、目次

及び裏表紙がある場合これに含めない。 

 

12 企画提案書等提出 

（１）提出書類・必要部数 

ア 参加申込書兼企画提案書等提出書（様式第１号） 1部 

イ 会社概要（様式第２号） 1部 

ウ 業務実績調書（様式第３号） 1部 

   エ 国税及び地方税の未納がないことを証する書類 1部 

オ 企画提案書（任意様式） 7部 

カ 経費見積書（任意様式） 1部 

（２）提出方法 

    持参又は郵送による。 

（３）提出期限 

令和８年８月２８日（金）午後５時まで（必着） 

    ただし、持参の場合は土日祝を除く午前9時から午後5時まで受付 

 

13 企画提案のための費用負担について 

書類作成、提出、プレゼンテーション参加その他本プロポーザルへの参加に要する経

費については、参加者負担とする。 

 

14 提出書類の取扱い 

（１）企画提案書その他提出資料については返却しない。 

（２）提出書類は、提出後の差し替え及び再提出は認めない。 

（３）提出された書類は、本件の審査以外には使用しない。ただし、契約した業者の企

画提案は、契約書に添付または記載されるものであり、情報公開条例に基づき、

非開示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害する恐れがある情報等）を除い

て開示される場合がある。 

（４）町が必要と認める場合に追加資料を求めることがある。 
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（５）参加者は、１つの提案しか行うことができない。 

（６）提出された企画提案書の著作権は、企画提案書の作成者に帰属する。 

ただし、採択された企画提案書の著作権事業の成果は、本町に帰属する。 

（７）提出された書類は、審査に必要な範囲において複製を作成することがある。 

 

15 プレゼンテーションの実施について 

次のとおり提案内容に関するプレゼンテーションを行う。 

（１）実施日時 

令和８年９月中旬～下旬 

・各者のプレゼンテーション等の実施時間については、郵送により通知する。 

（２）実施場所 

甲良町公民館１階会議室 

（３）留意事項 

   ・プレゼンテーション等の順序は、参加申請書等の提出順とする。 

   ・実施時間は各参加者あたり、１時間以内（準備及び撤収時間を含む） 

（説明30分、質疑10分予定） 

   ・出席者は３名以内とする。 

   ・提案内容の説明にあたって、追加資料の提出は原則認めないが、パワーポイント

等の使用は自由とする。パワーポイント等を使用する場合は、事前に連絡するこ

ととし、ノートパソコン等を持参すること。 

   ・必要と認めた時は、追加資料の提出を求める場合がある。 

   ・プレゼンテーション等の審査は非公開とし、審査内容及び評価経過等に関する問

い合わせには応じない。 

 

16 提案の審査および契約予定者の決定方法 

本プロポーザルの審査は、次により行う。 

（１）審査方法 

ア 提案書の評価にあたっては、下表「審査内容及び配点表」に基づき、プロポー

ザル審査会参加者による提出書類およびプレゼンテーションの内容の評価によ

り選考し、総合点が最も高い者を契約締結交渉の相手方として選定する。 

イ 評価点の合計が最も高い参加者を本業務契約の優先交渉を行う委託候補者に、

次に高い参加者を次点候補者として選定する。ただし、評価点の合計が同点と

なる参加者が２者以上ある場合は、選定委員会の合議により順位を決定する。 
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表：審査内容及び配点表 

評価項目 配点 

【業務実施体制】 

・会社の経営概念、事業内容、経営規模、財務状況等は十分な

信頼性、遂行能力があるか。 

・具体的な実施体制、構築スケジュールが示され、計画的業務

の遂行が見込めるか。 

・過去に類似業務を受注した十分な実績があるか。 

15 

【システム構成】 

・当町の現状及び文部科学省の示す校務DXや教育情報ポリシー

に関するガイドラインを踏まえた内容となっているか。 

・強固なセキュリティ対策によって、セキュリティインシデン

トの発生を未然に防ぎ、発生時にも被害の拡大を最小限に抑

えることができるか。 

20 

【校務ＤＸの推進】 

・校務ＤＸにより教職員の負担軽減に繋がる提案があるか。 

・甲良町の教育の推進に繋がる提案があるか。 

20 

【安定的な運用】 

・利用者及び管理者の双方にとって、運用負担の少ないものと

なっているか。 

・常的な運用管理、万が一のシステム障害やセキュリティイン

シデント発生時の対応について、当町に有益な提案となって

いるか。 

20 

【プレゼンテーション能力】 

・提案の説明能力、本業務への意欲・姿勢 質疑に対する応

答、コミュニケーション能力は適切か。 

15 

【見積価格】 

・提案価格は適正に算定されているか。                                                     

（価格評価点＝（最低見積価格÷提案者見積価格）×配点 

（１０点）（小数点以下第２位四捨五入）） 

10 

合計 100 

（２）備考 

ア 総合点が満点の６割未満の場合は、契約候補者としない。 

イ 参加者が１者であった場合でも、本業務における業者選定は有効であるものと

し、総合的に評価して適否を判断する。 
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17 選定結果の公表 

（１）本プロポーザルの選定結果は、審査の実施後、全ての参加業者に対して郵送によ

り通知する。 

（２）企画提案書の著作権は、提出者に帰属するが、公平性、透明性、客観性を期する

ために公表することがある。 

（３）選定結果についての異議申し立ては受け付けない。 

 

18 契約締結  

委託候補者と本町において、企画提案書をもとに事業内容について協議を行い、甲

良町財務規則(昭和39年規則第4号)に基づき、予定価格の範囲内で委託契約を締結す

る。ただし、本業務目的達成のため、必要な範囲において、個別の協議により契約締

結段階において、項目の追加・変更及び削除を行うことがある。 

なお、協議が不調となった場合は、次点の者を契約締結交渉の相手方とする。 

 

19 失格の条件 

以下の条件に該当する場合、失格になる場合があるので留意すること。 

（１）参加資格要件を満たしていない場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）実施要領等で示された提出期限、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等

の条件に適合しない書類の提出があった場合 

（４）選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

（５）経費見積書の金額が見積上限金額を超過した場合 

 

20 その他 

（１）本業務の一部を第三者に委託または委託に準じた作業（以下「再委託」とい

う。）する場合において、必要に応じて、当該第三者の技術者（作業者）を定め

た書面を提出し、町の承認を得ること。 

（２）町へ搬入する製品の梱包材等は簡易にするとともに持ち帰ること。 

（３）業務を実施にあたり本仕様書に疑義が生じた場合は、協議の上決定する。 

（４）受注事業者側の原因により本稼働日に遅延により発生する経費は受注事業者が負

担すること。 

 

 

 

 

■問い合わせ・提出先 
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甲良町教育委員会事務局学校教育課 

  〒522-0244 滋賀県犬上郡甲良町大字在士３５３番地 

TEL：0749-38-5070  

FAX：0749-38-4336  

E-mail：kyoui@town.koura.lg.jp 

mailto:kyoui@town.koura.lg.jp

